




様式１ 

 

（別紙２） 

 

業務に関する確認書 

 
当団体は、資金分配団体としての助成の申請を行うに際し、一般財団法人日本民間公益活動連携

機構が行う助成対象事業に関して、下記のとおり確認します。 

 

記 

 

1. 資金分配団体に選定された後の当団体の役員の構成が、以下の要件に該当し、助成対象事業の

公正な実施に支障を及ぼすおそれがないこと。 

（１） 各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、

理事の総数の３分の１を超えないこと（監事についても同様)。 

（２） 他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数

が、理事の総数の３分の１を超えないこと(監事についても同様)。 

 

2. 当団体は、資金分配団体に選定された後において、社会的信用を維持する上でふさわしくない  

業務、又は公の秩序若しくは善良の風俗を害するおそれのある業務は行わないこと。 

 

3. 当団体が行政機関から受けた指導、命令等に対する措置の状況は次のとおりである。 

 

指導等の年月日 指導等の内容 団体における措置状況 

※２ ※２ ※２ 

 

※１ 申請の日の属する事業年度に、法令又は法令に基づく行政機関の処分に違反したとして行政

機関から受けた指導、命令等（書面によるものに限る。）に対する措置状況を記載してくだ

さい。また、当該事業年度以前に受けたものでまだ改善がなされていないものも記載してく

ださい。 

※２ 該当がない場合には、「該当なし」と記載してください。 
 

 

 

 

 

  

※注意点 

資金分配団体に選定された後に、上記確認事項に反する事実が判明した場合には、

虚偽の申請があったものとみなされる可能性がありますのでご注意ください。ま

た、上記事項を団体において確認した際の根拠資料（例えば、理事等からの提出を

受けた誓約書等）がある場合は、当該資料を主たる事務所に10年間保存してくださ

い。 





様式2

基本情報

フリガナ

団体名

※法人格を含めた正式名称

設立年月日（西暦）
法人格取得年月日

※法人格を有する団体

郵便番号 都道府県

TEL(代表) Email(代表)

WEBサイトURL

代表者情報

フリガナ

氏名

フリガナ

氏名

フリガナ

氏名

事業担当者情報

フリガナ

氏名

TEL

※平日日中に連絡可能な番号
Email

組織構成

職員・従業員数

※自動計算
77 名 監事設置

常勤職員数

※有給・無給問わず
66 名

非常勤職員数

※有給・無給問わず
11 名

資金管理体制

フリガナ

決済責任者 氏名

フリガナ

経理担当者 氏名

フリガナ

通帳管理者 氏名

会計監査実施の有無

区分経理実施体制の有無

助成金分配実績の有無

決済責任者 勤務形態

役職

役職

所属部署／役職

設置

※決済責任者と通帳管理者は別の方がご担当ください

※代表者と異なる場合はご記入ください

※2名以上の場合は、全員分ご記入ください

https://www.savechildren.or.jp/form/form_contact.h

https://www savechildren.or.jp/

03-6859-0070

役職
井田 純一郎

イダ ジュンイチロウ

理事長

有り

有り

有り

その他

経理担当者 勤務形態

通帳管理者 勤務形態

新型コロナウィルス対策緊急助成

団体情報

事務所住所

コウエキシャダンホウジン セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

1986年（昭和61年）5月7日
社団法人格取得 平成7年3月31日

公益社団法人移行 平成23年4月1日

公益社団法人 セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

千代田区内神田2-8-4 山田ビル4F

市区町村以下の住所 ※上段にフリガナ（番地を除く）ご記入ください

101-0047 東京都

チヨダクウチカンダ





23 職員給与規程  

24 職員退職手当規則  

25 海外駐在員規程  

26 
育児休業及び育児短時間勤務等に関す

る規程 
 

27 
介護休業及び介護短時間勤務等に関す

る規程 
 

28 人事審議規程  

29 表彰審議規程  

30 フレックスタイム勤務制度に関する規程  

31 衛生管理規程  

32 衛生委員会規程  

33 ストレスチェック制度実施規程  

34 在宅勤務に関する規程  

35 ハラスメント防止規程  

36 海外安全管理規程  

37 経理規程  

38 退職金給与引当特定預金運用規程  

39 減価償却特定資産運用規程  

40 海外事業安定化特定預金運用規程  

41 国内事業引当特定預金運用規程  

42 印章管理規程  

43 文書管理規程   

44 基本財産管理規程  

45 特定費用準備資金等取扱規程  

   

   

   







様式7

様式 提出する書類 チェック 備考

様式1 助成申請書 完了
・本申請書には、別紙1.欠格事由に関する誓約書、別紙2.業務に関する確認書、
別紙3.情報公開同意書を含んでいます
・本助成2事業目以降は提出不要です

様式2 団体情報 完了
・2019年度資金分配団体採択団体は提出不要です
・本助成2事業目以降は提出不要です

様式3 事業計画書 完了

様式4 資金計画書 完了

様式5 規程類確認書 完了
・2019年度資金分配団体採択団体は提出不要です
・本助成2事業目以降は提出不要です

様式6 役員名簿 完了

・JANPIA指定書式を厳守してください
・役員名簿にはパスワードをかけ、パスワードはJANPIA WEBサイトから指定の
フォームでJANPIAに送ってください。（詳細は、JANPIA WEBサイト申請ページを
ご確認ください。）
・2019年度資金分配団体採択団体は原則提出不要です。変更がありJANPIAに
まだ通知していない場合はご提出ください
・本助成2事業目以降は提出不要です

様式7 申請書類チェックリスト※本紙 完了

-  前年度の貸借対照表 完了

-
  前年度の損益計算書（活動計算
書、正味財産増減計算書、収支計
算書等）

完了

- 定款 完了
・2019年度資金分配団体採択団体は提出不要です
・本助成2事業目以降は提出不要です

新型コロナウイルス対応緊急支援助成

 申請書類チェックリスト

・2019年度資金分配団体採択団体は提出不要です
・本助成2事業目以降は提出不要です

・申請書類を提出する前に必ず本チェックリストを使って提出書類が揃っているか確認してください。
・複数事業申請する際は、各事業ごとに本チェックリストの申請書類をご提出ください。
※下記の申請分類では「2事業目以降」を選択してください。
・コンソーシアムとして申請される場合は、早めにJANPIAにお問い合わせください。

<留意点>

申請事業名の主題（入力） 社会的脆弱性の高い子どもの支援強化事業

申請分類（選択） 一般（1事業目）




